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Ⅰ 事業の概要 

１．空港周辺整備機構の目的と業務 

（１）目的 

独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」という。）は、周辺整備空港の周辺地

域において空港周辺整備計画を実施する等により、その地域における航空機の騒音に

より生ずる障害の防止及び軽減を図り、併せて生活環境の改善に資することを目的と

する。 

（２）業務 

機構は、公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

（以下「航空機騒音防止法」という。）第２０条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

①空港周辺整備計画に基づき、緑地帯その他の緩衝地帯の造成、管理及び譲渡を

行うこと。 

②空港周辺整備計画に基づき、航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの少

ない施設の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うこと。 

③空港周辺整備計画に基づき、周辺整備空港に係る第一種区域内から住居を移転

する者のための住宅等の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うこと。 

④周辺整備空港に係る航空機騒音防止法第８条の２に規定する工事に関し助成を行

うこと。 

⑤周辺整備空港の設置者の委託により、航空機騒音防止法第９条〔移転の補償等〕

第 1 項の規定による建物等の移転又は除却により生ずる損失の補償及び同条第２

項の規定による土地の買入に関する事務を行うこと。 

⑥前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

⑦前記①から⑥の業務のほか、業務の遂行に支障のない範囲内において、特定飛

行場の設置者又は地方公共団体の委託により、特定飛行場の周辺地域において

緑地帯その他の緩衝地帯の造成を行うことができる。 

 

 

２．法人の沿革等 

（１）沿革 

昭和４２年 ８月 １日 「航空機騒音防止法」の公布・施行 

昭和４８年１２月２７日 環境庁「航空機騒音に係る環境基準」を告示 

昭和４９年 ３月２７日 「航空機騒音防止法」の改正 

昭和４９年 ３月２８日 大阪府、兵庫県知事「大阪国際空港周辺整備計画」を策定 

昭和４９年 ３月２８日 運輸大臣、大阪国際空港周辺整備機構の設立を認可 

昭和４９年 ４月１５日 「大阪国際空港周辺整備機構」発足 

昭和５１年 ６月２１日 福岡県知事「福岡空港周辺整備計画」を策定 

昭和５１年 ６月２５日 運輸大臣、福岡空港周辺整備機構の設立を認可 
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昭和５１年 ７月 １日 「福岡空港周辺整備機構」発足 

昭和５９年１２月２９日 「６０年９月末までに大阪国際空港周辺整備機構と福岡空港

周辺整備機構の統合を行うこと」が閣議決定 

昭和６０年 ９月３０日 「空港周辺整備機構」発足 

平成１３年１２月１９日 空港周辺整備機構を独立行政法人とする「特殊法人等整理

合理化計画」が閣議決定 

平成１５年１０月 １日 「独立行政法人空港周辺整備機構」発足 

（２）根拠法令 

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律（昭和４２

年法律第１１０号） 

（３）所管官庁及び主務大臣 

所管官庁：国土交通省 

主務大臣：国土交通大臣 

 

３．事務所 

（１）主たる事務所 

大阪国際空港事業本部 

〒５６３－００３４ 

大阪府池田市空港二丁目２番５号  空港施設大阪綜合ビル内 

電話  ０６－６８４３－１６６１ 

（２）従たる事務所 

福岡空港事業本部 

〒８１２－００１３ 

福岡市博多区博多駅東二丁目１７番５号  アークビル内 

電話  ０９２－４７２－４５９１ 

 

４．資本金の状況 

機構の資本金は、公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関

する法律の一部を改正する法律（平成１４年法律第１８４号）附則第２条第６項の規定に

より政府及び関係地方公共団体から出資があったものとされた金額の合計額とする。

（航空機騒音防止法第２２条） 

資本金総額 １，４００百万円 （Ａ） 

政府出資金 

空港整備特別会計 １，０５０百万円 （Ｂ）／（Ａ） ７５％ 

地方公共団体出資金 ３５０百万円 （Ｃ）／（Ａ） ２５％ 

大阪府 １２５百万円 

兵庫県 １２５百万円 

福岡県 ５０百万円 

福岡市 ５０百万円 
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                                   （単位：百万円） 

区    分 
平成１７年度 

年度末残高 
期中増△減額 

平成１８年度 

年度末残高 

政 府 出 資 金 １，０５０ ０ １，０５０ 

地方公共団体出資金 ３５０ ０ ３５０ 

 

Ⅱ 独立行政法人空港周辺整備機構役員名簿 

                          平成１９年３月３１日現在 

氏  名 役 職 任   期 経 歴（最 終） 備考 

竹内 壽太郎 理事長 

平成１８年６月７日 

～ 

平成１９年９月３０日 

(株)ＮＡＡファシリティーズ

社長 

H18.6.7

任命 

濱崎  孝 理  事 

平成１８年９月２０日 

～ 

平成１９年９月３０日 

(財)自治総合センター 

理事兼事務局長 

H18.9.20 

任命 

平井 整治 理 事 

平成１７年１０月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

国土交通省東京航空局 

東京空港事務所長 

H17.10.1 

再任 

庄田  進 理 事 

平成１７年１０月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

大阪府 

人事委員会事務局長 

H17.10.1 

再任 

小川 三千男 理 事 

平成１８年４月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

(財)福岡国際交流協会 

専務理事 

H18.4.1 

任命 

冨沢 一篤 監 事 

平成１７年１０月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

(独)宇宙航空研究開発機構 

執行役 

H17.10.1 

任命 

坪内  隆 
監 事 

（非常勤） 

平成１７年１０月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

公認会計士・税理士 
H17.10.1 

再任 

※4月 1日以降の役員交替  庄田 進理事は 4月 1日付で野村正路理事に替わっております。 

 

Ⅲ 職員の定数 

（単位：人） 

年  度 
１５年度

９月末 

１５年度 

年度末 
１６年度 １７年度 １８年度 

増  員 ０ ０ ４ １０ ２３ 

減  員 △２ △１５ △１ △１３ △２８ 

年度末定員 １０７ ９２ ９５ ９２ ８７ 
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Ⅳ 平成１８事業年度事業実施状況の概要 

 

平成１８事業年度における機構の事業の実施状況は次のとおりである。 

【合 算】 （単位：千円） 

事業区分 平成１８事業年度実施額 

 

大阪固有事業 

再開発整備事業 

 

福岡固有事業 

再開発整備事業 

代替地造成事業 

 

 

 

836,490 

 

 

382,864 

344 

 

 

小計 

 

 

1,219,698 

 

受託事業 

移転補償事業 

緑地造成事業 

 

 

 

7,557,921 

1,370,019 

 

 

小計 

 

 

8,927,940 

 

その他事業 

民家防音事業 

 

 

 

2,701,618 

 

 

合計 

 

 

12,849,256 

 

注） 大阪固有事業及び福岡固有事業の業務外支出は除く。 
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【大阪国際空港事業本部】              （単位：千円） 

平成１８事業年度 
事業区分 

実施額 実施事業量 

固有事業 

 

再開発整備事業 

 

 

 

 

836,490 

 

 

 

国有地借受 

用地取得 

用地造成 

 

 

 

62,857.10 ㎡ 

14,508 ㎡ 

14,440 ㎡ 

受託事業 

 

移転補償事業 

 

 

緑地造成事業 

 

 

 

1,091,526 

 

 

1,340,528 

 

 

用地取得 

建物補償 

 

用地取得 

建物補償 

緑地造成 

雨水排水整備 

 

 

 

220.32 ㎡ 

97 件 

 

4,154.63 ㎡ 

10 件 

0 ㎡ 

199m 

小計 2,432,054  
 

その他事業 

 

民家防音事業 

 

 

 

2,493,683 

 

 

未実施 

機能回復(未実施) 

機能回復(告示日後) 

再更新 

告示日後対策 

 

 

 

36 件 

446 台 

1,608 台 

10,017 台 

18 件 

 

合計 

 

 

5,762,227 

  

 

注） 大阪固有事業の業務外支出は除く。 
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【福岡空港事業本部】                  （単位：千円） 

平成１８事業年度 
事業区分 

実施額 実施事業量 

固有事業 

 

再開発整備事業 

 

 

代替地造成事業 

 

 

 

382,864 

 

 

344 

 

 

国有地借受 

 

 

 

56,326.20 ㎡ 

 

小計 383,208   

受託事業 

 

移転補償事業 

 

 

緑地造成事業 

 

 

 

6,466,395 

 

 

29,491 

 

 

用地取得 

建物補償 

 

緑地整備 

 

 

21,700.25 ㎡ 

13 件 

 

3,600 ㎡ 

小計 6,495,886 
  

その他事業 

 

民家防音事業 

 

 

 

 

 

 

 

207,935 

 

 

 

 

 

 

 

未実施 

機能回復(未実施) 

機能回復(告示日後) 

再更新 

告示日後対策 

 

 

 

14 件 

603 台 

43 台 

92 台 

5 件 

合計 7,087,029 
  

注） 福岡固有事業の業務外支出は除く。 
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Ⅴ 借入金の額及び借入先 

 

１．空港周辺整備債券の状況 

空港周辺整備債券は、独立行政法人空港周辺整備機構が資金調達のために国土交通大臣

の認可を受けて発行する債券で、取引金融機関による縁故債である。 

 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１７年度末残高 平成１８年度発行額 平成１８年度償還額 平成１８年度末残高 

1,778,200,000 0 333,900,000 1,444,300,000 

 

２．借入金の状況 

長期借入金は平成１７年度末残高 5,054,616,779 円であり、平成１８年度の新規借入額

は 0円、償還額 864,879,480 円であり、残高 4,189,737,299 円となった。 

 

借入金の内訳 （単位：円） 

区分 
平成１７年度 

年度末残高 

平成１８年度 

借入額 

平成１８年度 

償還額 

平成１８年度 

年度末残高 
備考 

長期借入金 

政府借入金 

地方公共団体借入金 

 

政府保証借入金 

5,054,616,779 

1,354,968,009 

2,876,848,770 

 

822,800,000 

0 

0 

0 

 

0 

864,879,480 

100,997,550 

462,481,930 

 

301,400,000 

4,189,737,299 

1,253,970,459 

2,414,366,840 

 

521,400,000 

借入先： 

国土交通省 

大阪府・兵庫県 

福岡県・福岡市 

※ 

※三菱東京ＵＦＪ銀行、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、信金中央金庫、新生銀行、池田銀行 計７行 

 

３．各本部別内訳 

 

【大阪国際空港事業本部】 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１７年度末残高 平成１８年度発行額 平成１８年度償還額 平成１８年度末残高 

1,677,800,000 0 278,400,000 1,399,400,000 

 

借入金の内訳 （単位：円） 

区分 
平成１７年度 

年度末残高 

平成１８年度 

借入額 

平成１８年度 

償還額 

平成１８年度 

年度末残高 
備考 

長期借入金 

政府借入金 

地方公共団体借入金 

政府保証借入金 

2,776,611,960 

600,589,888 

1,353,222,072 

822,800,000 

0 

0 

0 

0 

525,745,436 

39,729,854 

184,615,582 

301,400,000 

2,250,866,524 

560,860,034 

1,168,606,490 

521,400,000 

借入先： 

国土交通省 

大阪府・兵庫県 

※ 

※三菱東京ＵＦＪ銀行、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、信金中央金庫、新生銀行、池田銀行 計７行 
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【福岡空港事業本部】 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１７年度末残高 平成１８年度発行額 平成１８年度償還額 平成１８年度末残高 

100,400,000 0 55,500,000 44,900,000 

 

借入金の内訳 （単位：円） 

区分 
平成１７年度 

年度末残高 

平成１８年度 

借入額 

平成１８年度 

償還額 

平成１８年度 

年度末残高 
備考 

長期借入金 

政府借入金 

地方公共団体借入金 

2,278,004,819 

754,378,121 

1,523,626,698 

0 

0 

0 

339,134,044 

61,267,696 

277,866,348 

1,938,870,775 

693,110,425 

1,245,760,350 

借入先： 

国土交通省 

福岡県・福岡市 

 

 

Ⅵ 補助金の受領状況 

 

大阪固有事業、福岡固有事業及びその他事業を実施するための財源として補助金を次のと

おり受け入れた。 

（単位：円） 

補助金の別 平成１８年度 備考 

 

国庫補助金 

（大阪固有事業勘定） 

（福岡固有事業勘定） 

（その他事業勘定） 

 

地方公共団体補助金 

（その他事業勘定） 

 

 

2,490,916,050 

87,152,000 

35,067,000 

2,368,697,050 

 

 

141,522,825 

 

 

合計 2,632,438,875  

 


